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2 0 2 ４ 年 3 月 期 決 算 概 要 3

⚫ 単体の経営成績は、顧客向けサービス業務利益が１４６億円となり、第６次中期経営計画の目標経営指標１００億円以上を達成。

⚫ 連結の経営成績は、親会社株主に帰属する当期純利益が１５０億円となり、第６次中期経営計画の目標経営指標１２５億円以上を達成。

単 体 決 算 （単位：億円） 2022/3期 2023/3期 2024/3期 前期比 業績予想比

1 業務粗利益 510 258 428 ＋170 ▲ 46

2 資金利益 451 432 411 ▲21 ＋4

3 うち貸出金利息 341 349 364 ＋15 ＋10

4 うち有価証券利息配当金 97 113 90 ▲23 +0

5 うち投資信託解約損益 15 32 ▲8 ▲40 ▲8

6 うち預金等利息（▲） 1 1 1 ＋0 +0

7 役務取引等利益 83 82 88 ＋6 ＋9

8 その他業務利益 ▲23 ▲２５６ ▲71 ＋185 ▲59

9 うち国債等債券損益 ▲31 ▲２７０ ▲72 ＋198 ▲80

10 経費（▲） 322 ３１２ 319 ＋7 ▲ 2

11 実質業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 188 ▲５３ 109 ＋162 ▲ 44

12 うちコア業務純益 219 ２１７ 181 ▲36 ＋36

13 うちコア業務純益（除く投資信託解約損益） 204 １８４ 189 ＋5 ＋44

14 一般貸倒引当金繰入額（▲） 19 ▲２ ー ＋2 ▲5

15 業務純益 169 ▲５１ 109 ＋160 ▲ 39

16 臨時損益 54 ８０ 74 ▲6 ＋36

17 うち不良債権処理額（▲） 31 １５ 25 ＋10 ＋5

18 うち個別貸倒引当金繰入額（▲） 15 １０ ― ▲10 ▲20

19 うち株式等関係損益 46 ５２ 31 ▲21 ▲ 1

20 経常利益 223 ２８ 183 ＋155 ▲ 3

21 特別損益 ▲1 ▲2 ▲1 ＋1 ▲0

22 法人税等合計（▲） 79 １ 42 ＋41 ▲ 13

23 当期純利益 142 ２５ 139 ＋114 +9

24 与信コスト総額（▲） 41 ▲３ ▲23 ▲20 ▲43

25 顧客向けサービス業務利益 124 １３９ 146 ＋7 ＋25

連 結 決 算 （単位：億円） 2022/3期 2023/3期 2024/3期 前期比 業績予想比

26 連結粗利益 553 ３０３ 468 ＋165 ▲ 50

27 経常利益 242 ５０ 201 ＋151 ▲ 5

28 親会社株主に帰属する当期純利益 154 ３９ 150 ＋111 ＋7



字

貸 出 金 4

貸出金残高 ・ 利回り 事業性貸出金残高 （ エ リ ア別 ） ・ 利 回 り

18,075 18,722 20,027 
21,802 

10,563 
11,251

11,856 

12,434 

4,195 
4,265 

4,215 

4,276 

1.04%

1.01% 0.99%
0.98％

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

公共貸出 消費者ローン

事業性貸出 貸出金利回り

38,513

（＋2,415）

*2023/3末対比

34,240

32,835

（億円）
36,098

4,932 4,930 4,942 4,840 

10,085 10,629 11,308 12,219 

3,058 
3,162 

3,777 

4,742 

0.90%
0.91% 0.91%

0.93%

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

奈良県・東京都 等 大阪府内

和歌山県内 全体利回り

20,027

18,722

18,075

（億円）

21,802

（+1,775）

*2023/3末対比
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30,613 31,194 31,583 31,864 

11,754 11,863 11,789 12,225 

2,397
2,905 2,769

2,969 

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

公共・金融 法人 個人

31,755 32,759 32,894 33,487 

12,321 
12,523 12,555 

12,893 

687 
681 691 

677 

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

奈良県・東京都 等 大阪府内 和歌山県内

（億円）

4５,９６４

47,057

(+915)

*2023/3末対比
46,142

44,765

預 金 等 5

預金等残高 （ エ リ ア別 ） 預金等残高 （ 種類別 ）

（億円）
46,142

44,765
45,964

47,057

(+915)

*2023/3末対比
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役 務 取 引 等 利 益 ・ 顧 客 向 け ク ー ポ ン ス ワ ッ プ 関 連 収 益 6

役務取引等利益 役務取引等収益・顧客向けクーポンスワップ関連収益

事業性取引関連手数料内訳 預り資産販売額

80 79 76 78

33 35 35
43

20 27 31
303

6
26

19

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

顧客向けクーポンスワップ関連収益 事業性取引関連手数料

預り資産関連手数料 その他

（億円） 169

１３8

171

１４9

15.0
18.9 16.9 

20.0 

1.3 

3.0 
2.6 

2.0 
3.5

5.0 
7.0 

7.0 

0.6 

0.6 4.5 1.2 

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

Ｍ＆Ａ ビジネスマッチング

有償コンサルティングフィー 貸出業務関連等

２７.５

31.1
（億円） 30.4

２０.４

302 260 
414 

530 
139 

78 

47 
4 

626 770 437 

628 

1,205 

1,451 
1,459 

1,726 

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

投資信託 証券仲介

個人年金保険等 投資信託残高

（億円）

899

１，０６８

1,163
１，１１０

（単位：億円） 202１/３期 202２/３期202３/３期2024/3期 前期比

役務取引等利益 78 83 ８２ ８８ ＋6

役務取引等収益① 134 142 １４３ １５２ ＋9

事業性取引関連手数料 20 27 ３１ ３０ ▲1

預り資産関連手数料 33 35 ３５ ４３ ＋8

うち投資信託関連手数料 18 23 １６ １９ ＋３

うち個人年金保険等関連手数料 13 10 １８ ２３ ＋5

その他 80 79 ７６ ７８ ＋2

役務取引等費用（▲） 56 58 ６０ ６３ ＋3

顧客向けクーポンスワップ関連収益② ３ ６ ２６ １９ ▲7

収益合計（①＋②） 138 149 １６９ １７１ ＋2
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有 価 証 券 7

有価証券残高 （ 取得原価ベース ） 評価損益 （ その他有価証券 ）

有価証券利回り ・ 利息 ・ 関係損益 デュレーシ ョン ・ 1 0 B P V

（単位：年、億円、％） 2021/3末 2022/3末 202３/３末 ２０２４/３末

デュレーション（年） 5.4 5.9 5.8 7.0

円貨債券 6.1 6.0 6.3 7.6

外貨債券 4.0 5.5 ３.７ 4.7

１０ＢＰＶ 42 47 ２２ 37

円貨債券 34 33 １４ 30

外貨債券 8 14 ８ 7

平均金利（％） 0.64 0.65 0.87 1.09

円貨債券 0.34 0.32 0.33 0.44

外貨債券 1.31 1.34 3.11 3.57

5,611 5,352 
4,438 

5,786 

160 
147 

128 

85 

2,611 2,651 

1,096 

1,542 

339 308 

241 

224 

1,904 
1,406 

1,506 

1,442 

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

（億円）

投資信託等

株式

外国債券（外貨建外債）

外国債券（ユーロ円債＋サムライ債）

国内円貨債券

7,409

9,082

10,626

（単位：％、億円） 202１/３期 202２/３期 202３/３期 2024/3期

有価証券利回り（％） 0.93 1.03 1.２２ 1.03

有価証券利息配当金 94 97 １１３ 90

うち投信解約損益 7 15 ３２ ▲８

有価証券関係損益 40 15 ▲218 ▲41

国債等債券損益 25 ▲31 ▲２７０ ▲72

株式等関係損益 14 46 ５２ 31

（単位：億円） 2021/3末 2022/3末 2023/３末 2024/3末 前期末比

評価損益 192 6 ▲180 ▲205 ▲25

国内円貨債券 17 ▲15 ▲63 ▲181 ▲118

外国債券
（ユーロ円債 ＋サムライ債） 0 ▲0 ▲1 ▲0 +1

外国債券（外貨建外債） ▲6 ▲97 ▲67 ▲72 ▲５

株式 215 171 112 145 +３３

投資信託等 ▲34 ▲50 ▲161 ▲9６ +６5

保有目的にかかる
評価差額 0 ー ー ー ー

※１０ＢＰＶはベアファンドによるヘッジを考慮した金額を記載

９,863
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16
11 11 11

31
23 23 23

308

448 449 440325

462
492

531

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

事業性取引拠点数（和歌山県内） 事業性取引拠点数（大阪府内）

事業性取引1拠点あたりの事業性貸出残高（和歌山県内） 事業性取引1拠点あたりの事業性貸出残高（大阪府内）

経 費 ・ Ｏ Ｈ Ｒ 8

経費 ・ Ｏ Ｈ Ｒ 有人拠点数 ・ 事業性取引拠点数

事業性取引 1拠点あたりの事業性貸出金残高

※本業OHR＝営業経費÷［貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益］

※事業性取引拠点数(和歌山県内)：和歌山営業本部を含む

（ヵ店、億円）

96
83 79 79

49
36 36 36

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

有人拠点数（除ブランチインブランチ） 事業性取引拠点数

176 171 167 172

132
127

123 124

24
23

21
22

78.0%

70.5%
67.6% 67.7%

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

税金 物件費 人件費 本業OHR

（億円）

333
322

312
319
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（単位：億円） 2021/3期 2022/3期 2023/3期 ２０２４/３期 前期比

与信費用 ①＋② 44 50 １３ ２５ ＋１２

一般貸倒引当金繰入額 ① 14 19 ▲２ ー ＋２

不良債権処理額 ② 30 31 １５ 25 ＋１０

貸出金償却 4 14 ４ ２２ ＋１８

個別貸倒引当金繰入額 24 15 １０ ー ▲１０

その他 1 0 1 ２ ＋１

貸倒引当金戻入益 ③ ー ー ー 10 ＋10

償却債権取立益等 ④ 11 8 １６ ３８ ＋２２

与信コスト総額（※）①＋②－③－④ 33 41 ▲３ ▲23 ▲20

与 信 コ ス ト 9

与信コス ト内訳 与信費用 （ 償却債権取立益除く ）

不良債権比率

（※）与信コスト総額は一般貸倒引当金繰入額と不良債権処理額の合計に貸倒引当金戻入益・償却債権取立益等の与信関連損益を加味
802 790

825
770

2.40%
2.27% 2.25%

1.98%

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

金融再生法開示債権残高 不良債権比率

44
50

13

25

0.13% 0.14%

0.03%
0.06%

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

（億円）

与信費用 与信費用比率

（億円）
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（単位：億円） 2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末 前期末比

自己資本比率 (%) 10.40 10.82 13.03 12.77 ▲0.26

自己資本額 2,064 2,175 2,171 2,271 ＋100

リスク・アセット等 19,852 20,104 16,656 17,775 ＋1,119

信用リスク 18,893 19,114 16,004 17,111 ＋1,107

オペレーショナル・リスク 959 989 652 664 ＋12

35

40
40

（中間20円)

50

（中間25)

※予定

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

自 己 資 本 比 率 ・ 株 主 還 元 10

自己資本比率・自己資本額＜連結＞ 1株当たり配当金

総還元性向 ・ 配当性向

2,064 
2,175 2,171 

2,271 

10.40% 10.82%

13.03% 12.77%

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

自己資本額 自己資本比率（億円）

24.7%

30.2%

66.9%

41.8%

17.4% 17.4%

66.9%

21.8%

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

総還元性向 配当性向

+5円増配

（円）

株主還元方針：配当と自己株式の取得をあわせて４０％以上

+10円増配
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業 績 予 想 11

⚫ 貸出金残高の増加による貸出金利息増加、有価証券利息配当金の増加などを見込んでおり、業務粗利益は前期比増加見込み。

⚫ ２０２５年３月期業績予想は、連結経常利益２１１億円、親会社株主に帰属する当期純利益１４５億円を見込む。

単 体 決 算 （単位：億円） 2023/3期 2024/3期
業績予想

2025/3期
前期
実績比

1 業務粗利益 258 428 517 ＋89

2 資金利益 432 411 448 ＋37

3 うち貸出金利息 349 364 387 ＋23

4 うち有価証券利息配当金 113 90 115 ＋25

5 うち投資信託解約損益 32 ▲8 5 ＋13

6 うち預金等利息（▲） 1 1 10 ＋9

7 役務取引等利益 82 88 84 ▲ 4

8 その他業務利益 ▲２５６ ▲71 ▲ 15 ＋56

9 うち国債等債券損益 ▲２７０ ▲72 2 ＋74

10 経費（▲） ３１２ 319 335 ＋16

11 コア業務純益 ２１７ 181 179 ▲ 2

12 コア業務純益（除く投資信託解約損益） １８４ 189 174 ▲ 15

13 一般貸倒引当金繰入額（▲） ▲２ ー 5 ＋5

14 業務純益 ▲５１ 109 177 ＋68

15 臨時損益 ８０ 74 15 ▲ 59

16 うち不良債権処理額（▲） １５ 25 35 ＋10

17 うち株式等関係損益 ５２ 31 22 ▲ 9

18 経常利益 ２８ 183 193 ＋10

19 特別損益 ▲2 ▲1 ▲ 1 ＋0

20 法人税等合計（▲） １ 42 60 ＋18

21 当期純利益 ２５ 139 132 ▲ 7

22 与信コスト総額（▲） ▲３ ▲23 30 ＋53

23 顧客向けサービス業務利益 １３９ 146 136 ▲ 10

連 結 決 算 （単位：億円） 2023/3期 2024/3期
業績予想

2025/3期
前期
実績比

24 連結粗利益 ３０３ 468 562 ＋94

25 経常利益 ５０ 201 211 ＋10

26 親会社株主に帰属する当期純利益 ３９ 150 145 ▲ 5
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68 

11 

41 

23 

3 

2 

店舗数

事業性拠点数

店 舗 数 地 域 別 構 成

和歌山 大阪 奈良・東京等

事 業 基 盤 13

11,621 12,167 12,414 12,540 12,538 

28,963 

31,755 
32,759 32,894 33,487 

2,870 
3,102 

3,476 3,418 3,534 

2020/3末 2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

貸出金残高(億円) 預金等残高(億円)
事業性コアカスタマー数

15,982
17,277

18,331
19,439

20,874

10,925
12,321 12,523 12,555 12,893

3,677

4,041

4,563
4,848

5,087

2020/3末 2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

貸出金残高(億円) 預金等残高(億円)

事業性コアカスタマー数

大阪府内への出店は 74 年前から

紀陽堺ビル

紀陽大阪ビル

71%

33%

28%

54%

1%

13%

預金等

貸出金

預 金 等 ・ 貸 出 金 地 域 別 構 成

和歌山 大阪 奈良・東京等

63%

10%

2%

37%

90%

98%

和歌山県

大阪南地区

（堺市以南）

大阪府

当 行 メ イ ン バ ン ク 取 引 状 況

紀陽銀行 その他

本店

大阪府
⚫ 2025年開催予定の大阪・関西万博による経済波及効果の期待

⚫ 2030年開業予定の統合型リゾート立地による生産増加・雇用
創出の期待

和歌山県
⚫ リゾート地の白浜や世界遺産に登録されている高野山をはじめ

とした観光資源が豊富

⚫ 本州最南端に位置し、温暖な気候から県内各地で果物栽培がお
こなわれており、みかん・うめ・かきなど全国でもトップ水準の
生産量を誇る

53%

54%

47%

43% 3%

役員

従業員

役 員 ・ 従 業 員 地 域 別 構 成

和歌山 大阪 その他

人口 事業所数 総生産 所得/人

876万人 37.７万事業所 39兆円 2,830千円

人口 事業所数 総生産 所得/人

89万人 4.8万事業所 3兆円 2,751千円

（ 総 務 省 、 大 阪 府 の 統 計 資 料 等 よ り 当 行 調 査 ）

（ 総 務 省 、 和 歌 山 県 の 統 計 資 料 等 よ り 当 行 調 査 ）

大阪府

和歌山県

貸出金シェア 3.5% 預金シェア 1.1%

貸出金シェア45.2% 預金シェア33.6%

全国2位

※2023年１２月時点
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長期ビジョン

お客さまとの価値共創と企
業変革への挑戦を続け、人が
未来を創造する地域金融グ
ループとなる

価 値 創 造 プ ロ セ ス 14

人 的 資 本

⚫グループ従業員数 2,352人
⚫銀行をこえる銀行へ（行動指針）

お客さまの期待をこえる
銀行という枠をこえる
地域の壁をこえる

知 的 資 本

⚫中小企業取引における目利き、ノウハウ
⚫メイン取引にこだわる本業支援活動
⚫グループ機能の活用による高度な課題

解決力

社 会 関 係 資 本

⚫事業性コアカスタマー数 8,989先
⚫メインバンクシェア和歌山県内63％
⚫預金シェア和歌山県内33％
⚫貸出金シェア和歌山県内45％
⚫業歴129年の情報とリレーション
⚫大阪府での７４年の歴史と地元化

財 務 資 本

⚫預金調達 4兆7,057億円
⚫貸出資産 3兆8,513億円
⚫自己資本比率(連結) 12.77％
⚫外部格付 JCR:A+、R&I:A

製 造 資 本

⚫店舗数112店舗、店舗外ATM136拠点
⚫充実した地域内金融インフラ

自 然 資 本

⚫豊かな自然環境
⚫地域の観光資源

企業文化コーポレートガバナンス コンプライアンス

リスクマネジメントサステナビリティ推進体制 レジリエンス

OUTCOME
（創造する価値）

ACTIVITY
（経営戦略と事業活動）

INPUT
（活用する資本）

マ テ リ ア リ テ ィ
⚫ 地域経済の発展
⚫ 人的資本の最大化と持続性向上
⚫ ガバナンスとコンプライアンスの強化

⚫ 気候変動への対応
⚫ オペレーショナル・レジリエンスの確保

外 部 環 境
⚫ 人口減少・人材流動化
⚫ 金利上昇
⚫ 物価上昇

⚫ 規制緩和
⚫ AI技術の進化・DXの加速
⚫ カーボンニュートラル

社会価値の創出

企業価値の向上

中小企業取引を起点

としたビジネスモデル

ファイナンス

コンサルティング

リース

キャピタルデジタル

地域GX

市場運用

資産形成

※ 各 計 数 は 2 0 2 4 年 3 月 3 1 日 時 点

経営理念

地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む

堅実経営に徹し、たくましく着実な発展をめざす

サステナビリティ基本方針
経営理念である「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」の実現に向け、あらゆる企業活動において地域経済の成長と社会課題の解決に貢献します
ステークホルダー（地域社会・顧客・株主・従業員等）と当行グループ双方にとって重要な課題をマテリアリティ（重要課題）として設定し、中長期的な観点か
ら経営と一体化した取り組みを推進します
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人 的 資 本 経 営

人的資本に関する考え方 長期的に目指す人材ポー ト フ ォ リ オ

長期ビジョン
お客さまとの価値共創と企業変革への挑戦を続け、
人が未来を創造する地域金融グループとなる

経営戦略 中小企業取引を起点としたビジネスモデル

【目標指標】

ROE8%以上

人事戦略 求める人材像 Be“CHANGE” の実現

事 業 競 争 力 の 強 化 B e “ C H A N G E ” の 浸 透

人 的 資 本 投 資 の 強 化

人
的
資
本
へ
の
再
投
資

カ
ル
チ
ャ
ー
の
浸
透

企 業 価 値 の 向 上

人 的 資 本 の 価 値 最 大 化 と 持 続 性 向 上

融合

ダイバーシティ＆インクルージョン

アップスキリング/リスキリング

エンゲージメント

時間や場所にとらわれない働き方

人材ポートフォリオ

⚫ 目指す人材ポートフォリオ構築
⚫ ソリューション営業人材への人的資本投資

⚫ 中途採用者の活躍推進
⚫ 女性の活躍推進
⚫ 高年齢者の活躍推進

⚫ スキル向上に向けた自律的な学び支援
⚫ 多様な学びの機会提供

⚫ 主体性が発揮できる環境整備
⚫ 挑戦を後押しする企業風土の醸成
⚫ 自律的なキャリア実現機会の提供

⚫ 働きやすい職場環境の整備
⚫ 柔軟な働き方の推進
⚫ 時差勤務、在宅勤務等の環境整備

510 536 
620 

88 
90 

93 

2023年度 2026年度 2029年度 2032年度

ソリューション営業人材
本業付加価値／ソリューション営業人材

592 

1,200 

500 

190 

290 

950 12 

10 50 

2023年度 2026年度 2029年度 2032年度

DXサポーター DXコア人材 DXスペシャリスト

263 280 
330 

2023年度 2026年度 2029年度 2032年度

戦略系グループ会社

35 50 
70 

78 
70 

90 

2023年度 2026年度 2029年度 2032年度

経営戦略企画人材 本部専門人材

202３年度 2032年度

本業付加価値
（＝貸出平均残高×預貸利回差＋役務取引等利益）

４53 億円 ５８０ 億円

本業支援人的資本ROI
（顧客向けサービス業務利益／人件費）

0.84 倍 1.00 倍

ソリューション営業人材 510 人 ６２０ 人

本業付加価値／ソリューション営業人材 88百万円 93 百万円

経営戦略企画人材 ３５ 人 70 人

本部専門人材 78 人 90 人

戦略系グループ会社 26３ 人 330 人

DX人材（合計） ７９４ 人 1,500 人

エンゲージメントスコア総合（Wevox） 69.2 72 以上

貸出金

5兆円以上

ROE

8％以上

（人）
（人）

（人、百万円） （人）

15
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マ テ リ ア リ テ ィ へ の 取 り 組 み 16

マテリアリティ リスクと機会 主な取組み サステナビリティＫＰＩ
２０２3年度
実績

２０２６年度
７次中計最終年度

２０３２年度
長期ビジョン達成時

地域経済の発展
リスク

事業者数減少による地域の産業構造の変化

労働力人口減少による地域の生産力の低下
• 事業者への本業支援の強化

• 創業・スタートアップ支援の強化

• 事業者に対するDX提案

本業付加価値 【長期ビジョンＫＰＩ】 453億円 48３億円 5８０億円

創業支援相談先数 95件 累計370件 累計1,500件

機会
融資および本業支援による事業者の成長・発展

創業やスタートアップ支援による地域経済の活性化
DX関連事業の受託件数 21件 累計100件 累計300件

人的資本の最大化と
持続性向上

リスク
環境整備不足による優秀な人材の流出、採用難

スキル承継の停滞による競争力の低下
• 人事戦略と経営戦略の融合

• 働きがいのある職場づくり

• 多様な働き方に対する環境整備

本業支援人的資本ＲＯＩ 【長期ビジョンＫＰＩ】 0.84倍 0.8７倍 1.00倍

ソリューション営業人材一人当たりの
本業付加価値

88百万円 90百万円 93百万円

ソリューション営業人材の配置人数 510人 536人 6２０人

機会 人的資本経営の実践による企業価値の向上

エンゲージメントスコア（総合） 69.2 70 72以上

エンゲージメントスコア（挑戦する風土） 59 60 ７０以上

エンゲージメントスコア（キャリア機会の提供） 71 75 ８０以上

時差勤務・在宅勤務等の利用者数 274人 400人以上 50０人以上

ガバナンスと
コンプライアンスの強化

リスク
取締役会の機能不全による不適切な企業統治

不祥事件の発生による金融機関としての信用の失墜
• 取締役会の実効性評価

• 行動憲章・役職員行動規範の浸透

• 人権方針の浸透

外部機関評価による取締役会の実効性向上 ―
外部機関
評価導入

外部機関
評価導入

機会
取締役会の実効性向上

顧客本位の営業体制構築による営業基盤の確立
継続的な実施および各方針の浸透 ― ― ―

気候変動への対応 リスク
環境破壊による自然資本の毀損

地域脱炭素化の停滞による地元経済の減退
• サステナブルファイナンスの推進

• ＴＣＦＤを活用した気候変動対応

• 脱炭素に関するソリューション営業
の展開

サステナブルファイナンス実行額 2,722億円(累計） 7,000億円（2029年度目標）

CO2排出量削減割合（２０１３年度比） 58% 70%（2030年度目標）

機会 地域脱炭素化による事業者の収益機会の創出 脱炭素ソリューション実績件数 52件 累計180件 累計800件

オペレーショナル・
レジリエンスの確保

リスク
大規模災害による金融インフラの停止

情報流出（サイバー攻撃等）による信用の失墜 • 激甚災害に対するBCP体制強化

• サイバーセキュリティの強化
継続的な実施および取組内容の高度化

コンサルによる
BCP診断を実施

― ―

機会
顧客目線での危機時の影響の極小化

ブランドイメージの向上

※ 本 業 付 加 価 値 は 取 引 先 に 対 す る サ ー ビ ス の 付 加 価 値 （ 本 業 の 売 上 高 ） を 示 す （ 計 算 式 ： 貸 出 金 平 残 × 預 貸 金 利 回 差 ＋ 役 務 取 引 等 利 益 )

※ 本 業 支 援 人 的 資 本 Ｒ Ｏ Ｉ は 本 業 に お け る 人 件 費 の 投 資 利 益 率 を 示 す （ 計 算 式 ： 顧 客 向 け サ ー ビ ス 業 務 利 益 ÷ 人 件 費 ）

※ 累 計 は 2 0 2 4 年 ４ 月 以 降 分 を 集 計 ( サ ス テ ナ ブ ル フ ァ イ ナ ン ス 実 行 額 は 2 0 2 2 年 4 月 以 降 を 集 計 ）
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企業価値向上に向けた考え方 (2024年3月末基準） 地方銀行 予想 R O Eと P B R

株価推移 株式情報 （2024年3月31日）

※当行独自調べ

発行済株式総数 普通株式 67,300,000株（うち自己株式1,769,040株）

株主総数 普通株式 14,653名

収 益 効 率 性

安 定 的 成 長

P B R

0.53倍
程度

P E R ：8.7倍程度R O E ：6.１%程度

R O R A
(当期純利益/リスクアセット）

⚫ 貸出金ポートフォリオの再構築
⚫ 非金利収益の増強
⚫ コストコントロール

財 務 レ バ レ ッ ジ
(リスクアセット/株主資本）

⚫ 資本の最適配分
⚫ リスクアセットコントロール
⚫ 政策投資株式の縮減
⚫ 株主還元の充実

株 主 資 本 コ ス ト

⚫ 事業リスク低減（β縮小）
⚫ 事業ポートフォリオの分散
⚫ 信用リスクコントロール
⚫ コーポレートガバナンス

期 待 成 長 率

⚫ サステナビリティ経営の高度化
⚫ 成長ストーリーの明示
⚫ 戦略的IR
⚫ 人的資本投資の実践
⚫ 地域経済への貢献

広義の株主資本コスト

※当行独自調べ

（2016/1マイナス金利導入、2016/3を100とした指数））

当行

2024年度業績予想ベース
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収益力強化
RORAを意識 した 貸出 金ポー ト フ ォリ オの再 構築

RORA向上
非金利収益の増強

コストコントロール
経費削減による成長投資 余力 の創 出

与信費用コントロール

ROE向上 RWAコントロール 収益性と健全性を意識 した 積極 的な リス クア セ ットへ の投 資

資本の最適配分
成長分野への経営資源配 賦

財務レバレッジ適正化
戦略的投資の拡大

PBR向上 株主還元
株主還元方針

自己株式取得

成長期待醸成 期待成長率の向上
持続可能性の向上・ESG の取り 組み

戦略的 IR

PER向上

株主資本コスト抑制 ボラティリティ抑制
適時適切な与信管理

本業収益以外の安定的な 確保

P B R 向 上 に 向 け て 18

P B R ・ R O Eの推移 P B Rロジッ クツリー

6.31

5.75

8.03

5.17
5.32 5.08

6.11
5.89

6.37

1.69

6.54

0.54
0.60

0.42

0.55
0.51 0.48

0.46 0.48

0.36

0.44
0.53

2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3 2026/3 2027/3

ROE[連結]（％） PBR（倍)

広義の株主資本コストの抑制

ROE

5%以上

ROE

8%以上

第 5 次 中 計 第 6 次 中 計 第 7 次 中 計 中 長 期 的 目 標

目 標 指 標

PBR

1倍以上

株主資本コスト：6%程度
* CAPMに基づき算定（当行独自試算）

ROE

7%以上

目 標 指 標
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R O E 向 上 に 向 け た 取 り 組 み 19

アセッ ト別 R O R A アセッ ト別 リスクアセッ ト増減 イ メージ

事業性貸出等エ リア別 R O R A 事業性貸出等エリア別リスクアセット増減イメージ

ROA

RORA

●実線 ：2023年度実績

点線 ：今後の方向性

(円の大きさ ：リスク経費控除後収益)

住宅ローン

不動産業向け貸出

ストラクチャード
ファイナンス

アパビル

公共貸出

その他ローン

ROA

RORA

事業性貸出

コーポレートファイナンス

●実線 ：2023年度実績

点線

（円の大きさ

：今後の方向性

：リスク経費控除後収益）

7,502 8,178 

1,025 
1,284 663 

768 1,494 
1,527 1,462 
1,727 1,255 

1,296 235 
236 

2024/3末 2027/3末（計画） 2033/3末

事業性貸出 ストラクチャードファイナンス 不動産業向け貸出
コーポレートファイナンス 住宅ローン アパビル
その他

2,257 2,548 

6,583 
7,253 

1,844 
1,956 

2024/3末 2027/3末（計画） 2033/3末

和歌山・奈良 大阪 東京

10,684

11,758

13,636

15,016

（億円）

（億円）

※ 奈良県は和歌山県に含む
※ 事業性貸出・ストラクチャードファイナンス・不動

産業向け貸出・コーポレートファイナンスの合計

※事業性貸出・ストラクチャードファイナンス・ 不動
産業向け貸出・コーポレートファイナンスの合計

東 京

大 阪

(貸出金シェア3.5%)

和 歌 山

(貸出金シェア45.2%)

：2020年度からの遷移トレンド
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開示 ・ フ ィ ー ド バ ッ ク

• 積極的な対話の実施・情報開示の充実を図る

株主総会 参加者数 96名

決算説明会
（機関投資家・アナリスト）

開催回数 ２回
参加者数 ７９名

個別面談
（機関投資家・アナリスト）

面談回数 19回

会社説明会
(地元取引先・株主)

開催回数 ５回
参加者数 614名

P E R 向 上 に 向 け た 取 り 組 み 20

戦略的 I Rの展開 ・ 強化

4.9

11.5

8.0
7.0

10.6
9.0 9.3

8.2

6.8

24.8

8.1

PER（倍） 取締役会 ・ 経 営陣への報告 ・ 分 析

戦略・施策
• PBR1倍に向けた取り組みの開示
• エリア特性にあった戦略（和歌山・大阪）の明示

資本政策
• 株主還元の充実
• 適正自己資本比率の水準の明示

人的資本
• 目指す人材ポートフォリオの開示
• 従業員エンゲージメントの開示充実

サステナビリティ
• 地域活性化への取り組み
• 気候変動への取り組みに対する開示の充実

ガバナンス
• スキルマトリックスの項目の説明・選定理由
• 取締役会の実効性評価の課題認識

（ 2 0 2 3 年 度 実 績 ）

経営戦略 ・ 施 策への反映

• 「企業価値向上に向けた取り組み」を開示

• 総還元性向４０％以上へ引き上げ

• 適正自己資本比率１０－１１％程度と明示

• 経営戦略を実現する人事戦略の検討

• インキュベーション施設の新設検討

• 気候変動に伴う移行リスクの分析対象拡大

• スキルマトリックスの改定・開示の充実

• 取締役会実効性向上に向けた外部機関評価導入

企業価値
向上

対 話

課題抽出

実 行
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資 本 政 策 21

キャピタルアロケーション イメージ

2024/3 末

自己株式

取得

リスクアセット

増加

配当

バーゼルⅢ

完全適用の影響

適 正 自 己 資 本 比 率 ＜ 連 結 ＞ 1 0 - 1 1 % 程 度

11

自己資本比率

＜連結＞

12.77%
⚫ 成長投資の実施

⚫ 株主還元の充実

⚫ 成長投資の検討

⚫ 適正自己資本比率内での 資本 蓄積

⚫ 安定した株主還元の 実施

⚫ 適正自己資本比率に向け た資 本蓄 積

⚫ リスクの抑制

⚫ 株主還元方針の見直 し

⚫ リスクの削減

⚫ 資本増強

バッファー資本2 %

リーマンショック級 のス ト レス発 生想 定

2027/3 末

規制上の必要最低自己資本比率

当行が認識している維持したい自己資本比率

利益

蓄積

（％）

中長期的目標
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22
25 25 24 24 24 24 24 27 26

33 

10

15 15
10 10 10 10 10

20

30

30.2%
35.4%

23.4%

31.2% 29.2% 29.3%
24.7%

24.7%
30.2%

66.9%

41.8%

2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

配当総額 自己株式取得額 総還元性向

資 本 政 策 ・ 金 利 上 昇 に よ る 影 響 22

株主還元方針 円金利上昇による影響

（億円）

３２

40 40

34

47

26

34 34 34 34

総還元性向40％以上

１株あたり年間配当金50円

健全な財務体質 成長投資

企業価値向上に向けた成長投資適正な自己資本の維持

企業価値向上

貸出残高

38,513億円

64%

72%

1年目 2年目 3年目

貸出金全体 24 26 28

うち市場金利連動＋固定 9 11 12

円金利が0.1％上昇した際の貸出金に対する利息増加額

※ 固定金利貸出は償還を迎えたものを再度貸出

※ 長短金利はパラレルに上昇し、変動・固定とも金利が上昇した分、貸出金利が上昇

株主還元の充実

変動金利

49%

固定金利

51%

短期プライムレート

15%

住宅ローン
基準金利

25%

市場金利

9%

1年以内

15%

1年超2年以内

5%

2年超3年以内

3%

3年超5年以内

6%

5年超

22%

(2024年3月末時点)

（単位：億円）

63
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02 企業価値向上に向けた取り組み

03 第7次中期経営計画の概要
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第 6 次 中 期 経 営 計 画 の 振 り 返 り （2021年4月～2024年3月） 24

顧客向 け サ ー ビ ス 業 務 利 益 ＜ 単 体 ＞ 100 億円以上 本業 Ｏ Ｈ Ｒ ＜ 単 体 ＞ 75 ％以下

親会社株主 に帰 属 す る当 期 純 利 益 ＜ 連 結 ＞ 125 億円以上 Ｒ Ｏ Ｅ ＜ 連 結 ＞ 5.0 ％以上

基本方針 地域における圧倒的な存在感の発揮とグループ機能の最大化

主要テーマ 中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの追求～コアカスタマー戦略の拡大による収益力の増強～

主要戦略

主要戦略①：中小企業分野への経営資源の集中投下

主要戦略②：グループ機能を活用した新たな収益機会の創出

主要戦略③：戦略を実現するための人材育成と人事制度の改革

79.1
77.0

74.9

70.5

67.6
67.7

2022/3期 2023/3期 2024/3期

計画 実績
※本業OHR＝営業経費÷［貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益］

（％）

4.7 4.6 
5.0 

6.4 

1.7 

6.5 

2022/3期 2023/3期 2024/3期

計画 実績（％）

114 113
128

154

39

150

2022/3期 2023/3期 2024/3期

計画 実績

（億円）

85 95 105
124

139 146

2022/3期 2023/3期 2024/3期

計画 実績

（億円）

※顧客向けサービス業務利益＝貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益－営業経費
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第 6 次 中 期 経 営 計 画 の 振 り 返 り （2021年4月～2024年3月） 25

事業性コアカスタマー数 計画値 +600 先 中小企業向け貸出金残高純増額 計画値 +1,400 億円以上

役務取引等利益 計画値 70 億円以上 経費 （ 人件費 ・ 物件費 ） 削減額 計画値▲20 億円

7,400 

8,342 8,581 

8,989 

(+1,589)

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

（先）
※（ ）内は2021/3末対比

15,201 
16,000 16,938

18,556 

(+3,355)

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

（億円）
※（ ）内は2021/3末対比

78
83 ８２

88

(+10)

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

（億円） ※（ ）内は2021/3期対比

308

298
291

297

(▲11)

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

（億円） ※（ ）内は2021/3期対比
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第 6 次 中 期 経 営 計 画 の 振 り 返 り （2021年4月～2024年3月） 26

顧客向けサービス業務利益地銀平均との比較 資産規模に対する銀行の本業で稼ぐ力

※公表資料に基づき当行が集計（算出に必要な計数が公表されていない地銀は対象外）

▲ 0.15

▲ 0.05

0.05

0.15

0.25

0.35

0.45

0.55

0.65

※縦軸：顧客向けサービス業務利益÷総資産平残

※横軸：全国地銀各行

（％）

紀陽銀行 0.25 ％

顧客向けサービス業務利益 146億円

総資産平残 5兆６,480億円

全国地銀平均値 0.16 ％

※公表資料に基づき当行が集計（算出に必要な計数が公表されていない地銀は対象外）

※総資産平残（期首総資産残高＋期末総資産残高）÷２にて算出

139
146

19

6▲3
▲15

100

110

120

130

140

150

160

170

2023/3期 貸出金

平残増加

預貸金利回り差縮小 役務取引等

利益増加

営業経費増加 2024/3期

（億円）

主な増減要因（2023/3期→2024/3期）

90

124

139
146

51

67

105
137

40

58

83 87

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期

当行 全国地銀平均 近畿地銀平均

（億円）
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第 7 次 中 期 経 営 計 画 （ 概 要 ） 27

主要戦略①：営業戦略営業体制の最適化 主要戦略③：デジタルバンキング戦略地域DXの推進

主要戦略②：グループ戦略成長分野への戦略的投資 主要戦略④：サステナビリティ戦略地域未来の創造

事業性顧客への営業体制最適化

移動時間 営業時間

コンサルティングの強化

ソリューション戦略部新設

New

貸出金ポートフォリオの増強

ストラクチャードファイナンスの増強etc.

地域DXの推進デジタルバンキング

組織横断的なDX推進
DX戦略部新設

New

Incubation

創業・スタートアップ支援

New

公共貸出・PFIへの取り組み

戦略系グループ会社への経営資源傾斜配賦

事務受託 職業紹介 保証 カード

リース キャピタルシステム New

戦略系グループ会社

New

新たな収益機会の創出

未来創造室新設etc.

リテール営業体制

お客さまのライフプランの実現

地方創生部・（仮称）創業支援室の新設 インキュベーション施設の新設検討etc.

New

サステナビリティ経営の高度化

非対面チャネルの充実 DX支援・ITコンサルティングの強化

基本方針 地域の金融リーディンググループとしての機能発揮による地元地域との価値共創

コンセプ ト 中小企業「取引」を起点としたビジネスモデルへの変革

メッセージ KX ～Kiyo transformation～ 長期ビジョンの達成・企業価値の向上に向けた企業変革への挑戦

KX
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142

25

139
165

12

14

11

15

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期

(計画)

紀陽銀行 グループ会社寄与額
（億円）

180 億円

以上
6.4 

1.7 

6.5 

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期

（計画）

（％）

7.0 ％以上

目 指 す 経 営 指 標 28

R O E＜連結＞ 親会社株主に帰属する当期純利益＜連結＞

顧客向けサービス業務利益＜単体＞ 自己資本比率＜連結＞

124
139 146 150

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期

(計画)

（億円）

※顧客向けサービス業務利益＝貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益－営業経費

1５0 億円

以上
10.82

13.03 12.77 

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2027/3末

（計画）

（%）

10-11%
程度

154

39

150

※2023年3月末バーゼルⅢ最終化早期適用

KX
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利 益 計 画 29

利益計画

利益成長イメージ （ 当期純利益＜連結＞※ ）

2024/3期

2027/3期

（計画）

貸出金利息 役務取引等利益

グループ

会社利益

物件費等

その他

有価証券

関係利益

与信コスト

法人税等

第５次中期経営計画期間 第６次中期経営計画期間 第7次中期経営計画期間

2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期

（実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （計画） （計画） （計画）

１ 資金利益 434 444 421 451 432 411 434 457 474

２ うち貸出金利息 325 330 335 341 349 364 381 392 400

3 うち預金等利息（▲） ８ 6 3 1 1 １ 4 4 4

4 役務取引等利益 ５９ 66 78 83 82 88 84 85 85

5 経費（▲） 352 342 333 322 312 319 334 336 334

6 うち人件費 184 178 176 171 167 172 177 179 180

7 うち物件費 144 137 132 127 123 124 134 133 131

8 コア業務純益 138 173 170 219 217 181 169 200 224

9 顧客向けサービス業務利益 42 67 90 124 139 146 131 144 156

10 有価証券関係損益 124 118 123 105 ▲166 ▲26 60 83 94

11 与信コスト総額（▲） 15 1 33 41 ▲3 ▲23 30 30 30

12 経常利益 169 203 191 223 28 183 180 216 239

13 当期純利益＜連結＞※ 116 137 135 154 39 150 136 162 180

14 うちグループ会社寄与額 7 8 7 12 14 11 13 14 15

15 ＲＯＥ＜連結＞ 5.1% 6.1% 5.9% 6.4% 1.7% 6.5% 6.0% 6.9% 7.4%

16 自己資本比率＜連結＞ 9.3% 9.9% 10.4% 10.8% 13.0% 12.7% 12.0% 12.2% 11.6%

当期純利益

＜連結＞※

当期純利益

＜連結＞※

（億円）

預金等利息
人的投資

（単位：億円）

※親会社株主に帰属する 当期 純利 益

KX
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人 的 資 本 K P I 30

人材ポー ト フ ォ リオ ダ イバーシティ＆ イン クルージ ョン

エンゲージメン ト スコ ア （W e v o x ） 時 間や場所にとらわれない働き方

512 519 510

536

83 83 
88 

90 

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期（計画）

ソリューション営業人材

本業付加価値/ソリューション営業人材

11 11 11

15

19.1 

21.9

24.1

26

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期（計画）

中途採用者比率
女性管理職比率

535

368

274

400

以上

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3（計画）

時差勤務・在宅勤務等利用者数

68.7 69.2 70

57
59

60

70
71

75

2023/3期 2024/3期 2027/3期（計画）

総合 挑戦する風土 キャリア機会の提供

（％）
（単位：人、百万円）

（単位：人）

本業支援人的資本RO I
（ 顧客向けサービス業務利益／人件費）

0.84倍→0.87倍

KX
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① 営 業 戦 略 _ 営 業 体 制 の 最 適 化 31

事業性顧客への営業体制最適化

管理移管前 管理移管後

大阪事業部

堺事業部

南大阪事業部

和歌山事業部

営業
時間

移動

時間

移動時間を

年間約9,800時間削減

事業性顧客の管理移管 事業部別活動ウエイトイメージ

大阪ビル
⚫ 大 阪 支 店 の ホ ー ル セ ー ル

専門拠点化

⚫ 不 動 産 貸 出 関 連 推 進 セ ク
ション新設予定

愛称：熊野白浜リゾート空港

( 2 0 2 4 / 7～）

大阪事業部 堺事業部 南大阪事業部

和歌山事業部

7名増員

事 業 性 関 連

リ テ ー ル 関 連

本 業 支 援 活 動

4,903 4,881 4,895 

1,973 2,018 2,015 

2,631 2,695 2,810 

6,013 6,656 7,404 

2022/3 2023/3 2024/3 2027/3

(計画)

和歌山事業部 南大阪事業部 堺事業部 大阪事業部（億円）

事業部別事業性貸出金残高（期末月平均残高）

15,520
16,250

17,124

管理移管
事 業 性 取 引 先 の担 当 店 を 口 座開 設 店 に 依ら ず 、最
寄り店にて担当する体制を構築。従来、担当店変更
に際して口座番号の変更等が必要であったが、管理
移管体制では取引先の諸手続きは不要。

事業部 事業性顧客先数 貸出金

大阪事業部 ＋約200先 ＋約300億円

堺事業部 ▲約230先 ▲約340億円

南大阪事業部 ＋約40先 ＋約60億円

和歌山事業部 ▲約10先 ▲約20億円

8,342 
8,581 

8,989 

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2027/3末

(計画)

事業性コアカスタマー先数

500先

以上増加

KX
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① 営 業 戦 略 _ 営 業 体 制 の 最 適 化 32

ス ト ラクチ ャー ドフ ァ イ ナンスの増強 コンサルティングの強化

Ｓ Ｆ 推 進 室 東 京 支 店

コーポレート営業、企画、関連業務等

592 
723 

907 

1,205 

1,730 

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3 2026/3 2027/3(計画)

（億円）

ストラクチャードファイナンス残高（期末月平均残高）
末月平均残高）

増員予定

本部 営業店本業支援策検討

クーポンスワップ ビジネスマッチング

• 案 件 ソ ー シ ン グ 強 化
（ セ ル サ イ ド ） の た め 、
支店長管理 先を 選定
し 、 重 点 的 に 課 題 と
解決策を共有

• バ イ サ イ ド （ ス ト ロ ン
グ バ イ ヤ ー 、 地 域 中
核 企 業 ） と の 接 点 強
化

• Ｐ Ｅファンドとの連携
強化

• ク ー ポ ン ス ワ ッ プ 取
引 を 起 点 と し 、 地 元
企 業 の 外 為 取 引 メ イ
ン化を推進

• 輸 入 業 者 の 多 い 大 阪
エ リ ア で 取 引 先 を 開
拓

• 新 商 品 導 入 に よ る 他
行比優位性の確保

• 地 元 企 業 の 設 備 ニ ー
ズ に 対 し 建 築 請 負
マッチングを推進

• 業 者 と の ア ラ イ ア ン
ス 強 化 に よ り 、 当 行
エ リ ア 内 の 情 報 プ
ラ ッ ト フ ォ ー ム を 構
築

計画期間中

収益見込額

１0億円以上

計画期間中

収益見込額

2０億円以上

計画期間中

収益見込額

2０億円以上

事業承継・M&A

東 京 本 部 本 業 支 援 案 件 相 談 会

KX
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① 営 業 戦 略 _ 営 業 体 制 の 最 適 化 33

リテール部門の営業体制

対面チャネル

窓口、営業、職域、マネープラザﾞ、住宅ローンセンター

入学・ｱﾙﾊﾞｲﾄ 就職 結婚・出産 住宅・車購入 子供の成長

顧 客

定年退職 終活

口座開設
デビットカード

口座開設
給与振込
NISA
クレジットｶｰﾄﾞ
カードローン

積立定期
資産運用
生命保険

住宅ローン（口
座開設）
自動車ローン
損害保険

教育ローン
保険見直し

退職金
運用見直し

相続関連
介護
葬儀、墓 等

非対面チャネル

資 産 形 成 層 シ ニ ア 層若 年 層

未就学児

口座開設エ
リ
ア
内

エ
リ
ア
外

【 イ ン タ ー ネ ッ ト 支 店 】 無 担 保 ロ ー ン

【 イ ン タ ー ネ ッ ト 支 店 】 預 金

金融資産
の推移

アウトバウンド インバウンド

各システム連携
データ蓄積・統合・分析

マスリテール層 コアカスタマー層

顧客セグメントに応じたリーチ

世
代
・ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ

4,112 4,160 
4,614 

5,504 

39,656 
40,629 

42,064 

49,964 

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期(計画)

預かり資産残高（仕組債除く） NISA口座数 相続関連業務成約件数(単年度)

（億円）

お 客 さ ま 本 位 の 業 務 運 営 に 関 す る 基 本 方 針

56 
82 

107 

154 

3.7 3.6 

4.3 

7.0 

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期(計画)

スマ通帳。口座数(累計） 非対面口座開設率

（千件、%）

262
280

206
217

KX



字

関連会社名 主 要 業 務 内 容 議決権比率

戦
略
系

リース業務 100％

投資業務 50％

プログラム作成・販売、
計算受託業務

80％

新会社設立（検討中）

サ
ポ
ー
ト
系

紀陽ビジネスサービス 事務代行業務（特例子会社） 100％

紀陽パートナーズ 職業紹介業務 100％

阪和信用保証 信用保証業務 100％

紀陽カード(JCB/VISA) クレジットカード業務 100％

紀陽カードディーシー クレジットカード業務 100％

経営資源

優先配賦

② グ ル ー プ 戦 略 _ 成 長 分 野 へ の 戦 略 的 投 資 34

戦略系グループ会社 紀陽情報システム

紀陽リース 紀陽キャピタルマネジメン ト

銀行業高度化等会社

85
120 132

149
180

203

270
7.0

6.0
5.1

3.5

2.3 1.5

2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期

(計画)

リース債権残高

うち紀陽銀行向け（%)

戦略的

人員配置

（億円）

第6次中期経営計画 第7次中期経営計画第5次中期経営計画

2,398 2,406 2,574 2,690 

1,065 1,179 1,062 
1,310 

134 108 135 

300 

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期

(計画）

中長期的

目標

民間部門 金融部門 公共部門

43
億円（百万円）

売上実績・計画

第2次中期経営計画
2 0 3 0年

ビジョン

第1次中期経営計画

50
億円

795 
1,255 

1,900 

4,300 

2022/12期 2023/12期 2024/12期

(計画)

2025/12期 2026/12期 2027/12期

(計画)

中長期的

目標

ファンド投資累計額 (計画 )

紀陽成長支援

２号ファンド

紀陽成長支援

1号ファンド

2 0 2 1 / 6設立 総額20億円

2 0 2 3 / 1 0設立 総額30億円

L P出資

9 9 %

G P出資

1 % スタートアップ企業

出資 事業承継・事業再生

出資

KX
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※ファンド決算期12月時点の累計額
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アウトバウンド

データ
蓄積・分析

③ デ ジ タ ル バ ン キ ン グ 戦 略 _ 地 域 D X の 推 進 35

個 人 ： 一人ひとりのお客さまの価値観により沿うサービスの提供へ 法 人 ： ニューノーマル・デジタル時代のエンゲージメント構築へ

地 元 企 業 ： ＩＴコンサルティングの拡充 自 治 体 ： 自治体の生産性向上・持続的な地域のＤＸ支援

• データ活用基盤・データ連携基
盤の構築

• データ連携基盤・API等を活用
したチャネル間連携の実現

• 顧客の利用・行動データの蓄積

• 顧客一人ひとりにパーソナライ
ズされた情報発信

• マーケティングオペレーション
の省力化・自動化

• データの分析によるUI/UXの
改善・新サービスの創出

• IFB契約者との非対面接点の
増強（電子交付等法人向けチャ
ネル間の連携構築）

• 取引内容により法人ポータル無
償提供によるインフラ整備（事
業性貸出先契約率約30%）

• 地域の事業性顧客との非対面
接点の構築

• データ利活用による企業へのア
プローチの高付加価値化

• データの分析によUI/UXの改
善・新サービスの創出

ＣＲＭ

対面非対面

効率的な顧客接点による

本業支援機会を創出

情報
提供

ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ
他ｻｰﾋﾞｽ
連携

ビジネス
ポータル

インバウンド

2024年4月

DX戦略部新設

第1フェーズ 第2フェーズ 第3フェーズ 第1フェーズ 第2フェーズ 第3フェーズ

大企業 ： オーダーメイド型 ＩＴコンサル

中堅企業 ： 基幹系システム更改支援

中小企業 ： ITツール導入支援

支援リソースの
集中投下

アライアンス
強化

⚫ 地方行政のデジタル化・自治体システムの標準化の取り組みと連動した支援の展開（基
幹系システムの標準化対応）

⚫ 行政事務の効率化・生産性向上支援（CIO補佐・公金事務関係の効率化パッケージシス
テムの導入・BPR支援等）

⚫ デジタル技術を活用した地域変革の取り組み（観光DX・スマート農業・教育DX・医療
介護DX等の地域連携プラットフォームへの参画）

自治体

地元企業

地域サービス
医療・教育

農林水産

地域インフラ

観光

地域連携・変革を推進

必要な技術を提供

地域住民・消費者

伴走支援
パートナーシップ

KX
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④ サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 戦 略 _ 地 域 未 来 の 創 造 36

組織改編 イ ンキ ュベーシ ョン施設の新設 （ 検討中 ）

公共貸出 P F Iの取組み

5F シェアオフィス

～
ミーティング・イベントルーム

コワーキングスペース

１F カフェ・サイネージ・ATM

県 内 企 業

創業支援

資金支援

連携・セミナー 施設利用

人材交流

情報提供運営管理

営業統括部

ソリューション戦略部

地方創生部 地方創生担当

公務営業担当

営業推進本部

（仮称）創業支援室

⚫ 創業資金相談、成長支援

⚫ その他創業にかかる支援

2024年度中に新設予定

⚫ 公金関連取引、指定金融機関業務

⚫ 公共貸出等自治体向け取引の企画・推進

⚫ 自治体の課題に対する企画提案

⚫ 地域の活性化に向けた支援

⚫ PFIを含む官民連携の取組促進

「地方創生推進室」を昇格

「営業支援部」を改称

ビジネスセンター

連携

4,233 

4,254 

4,314 

2023/3 2024/3 2025/3 2026/3 2027/3(計画)

公共貸出（期末月平均残高） ＊当座貸越除く

（億円） 検討段階
事前企画

調整段階

導入可能性

調査段階

事業者

公募段階
事業段階

自治体へのアドバイザリー業務
事業者（SPC）への

融資業務

地方

創生部

旧宮北ビル（ＪＲ和歌山駅徒歩 1 0分）

KX
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684

613 

468 
498 

293
261 

209 189

27.8%

25.2%

20.9% 20.9%

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末 2025/3末 2026/3末 2027/3末

時価 簿価 連結純資産比（時価)

62% 64%

14% 17%
5%

4%

19% 15%

2023/3末 2024/3末 2027/3末

（計画）

中長期的

円貨債券 外債 株式 投資信託

2023/3末 2024/3末 2027/3末

（計画）

中長期的

円貨債券 外債 株式 投資信託

有 価 証 券 ・ 政 策 投 資 株 式 37

ポー ト フ ォ リオの拡充 政策投資株式

投資方針

残高（時価ベース）

資産配分

10,000
9,700

8,876

7,228

（億円）

70%

程度

第6次中期経営計画

（実績）

第7次中期経営計画

（計画）

（億円）

時価ベース累計▲４0億円程度

連結純資産比 20%以下水準

※上場株式および非上場株式、みなし保有株式の合計

20 ％以下

KX
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⚫ 本 資 料 は 情 報 提 供 の み を 目 的 と し て 作 成 さ れ た も の で あ り 、 特 定 の 証 券 の 売 買 を 勧 誘 す る も の で は

あ り ま せ ん 。

⚫ 本 資 料 に 記 述 さ れ た 事 項 の 全 部 ま た は 一 部 は 、 予 告 な く 修 正 ま た は 変 更 さ れ る こ と が あ り ま す 。

⚫ 本 資 料 に は 将 来 の 業 績 に か か る 記 述 が 含 ま れ て お り ま す が 、 こ う し た 記 述 は 将 来 の 業 績 を 保 証 す る

も の で は な く 、 経 営 環 境 の 変 化 等 に 伴 い 異 な る 可 能 性 が あ る こ と に ご 留 意 く だ さ い 。

⚫ な お 、 本 資 料 の 全 部 ま た は 一 部 を 当 行 の 承 諾 な し に 転 写 ・ 複 製 し 、 ま た は 第 三 者 に 伝 達 す る こ と は で

き ま せ ん の で ご 注 意 く だ さ い 。

本件に関するお問い合わせ

株式会社紀陽銀行 経営企画部 広報・ＩＲ室

TEL 073-426-7133

E-mail koho@kiyobank.co.jp

HP       https://www.kiyobank.co.jp紀陽銀行公式キャラクター

キヨー坊や®


